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経済同友会は2019年12月18日、「将来世代の利益を考える経済同友会は2019年12月18日、「将来世代の利益を考える
シンポジウム」を開催し、行政府から独立した立場から経済・シンポジウム」を開催し、行政府から独立した立場から経済・
財政・社会保障の将来展望などを提示する「独立財政機関」財政・社会保障の将来展望などを提示する「独立財政機関」
の設置を含む今後の統治機構のあり方について議論した。の設置を含む今後の統治機構のあり方について議論した。
経済同友会では将来世代の利益・視点をいかにして政策決定経済同友会では将来世代の利益・視点をいかにして政策決定
プロセスに織り込み、持続可能な経済社会を構築するかといプロセスに織り込み、持続可能な経済社会を構築するかとい
う切り口から、統治機構のあり方についてあらためて検討をう切り口から、統治機構のあり方についてあらためて検討を
始めており、11月に公表した提言『将来世代のために独立財始めており、11月に公表した提言『将来世代のために独立財
政機関の設置を－複眼的に将来を展望する社会の構築に向政機関の設置を－複眼的に将来を展望する社会の構築に向
けて－』はその第一弾となる。けて－』はその第一弾となる。（委員長インタビューはp10～11）（委員長インタビューはp10～11）

将来世代の利益を考えるシンポジウム

経済同友会は誕生以来、財政問題に
強いこだわりを持って警鐘を鳴らして

まいりました。1944年、戦費がかさむ
中で日本の公的債務残高は1,520億円、
GDP対比で204％に達しました。翌年
の敗戦後も旧軍人の給与や発注済みの
物資への支払いに充てるため、約３カ
月間で350億円を超える国債を発行し
ました。その結果、当時の厳しい経済
状況の下で急激なインフレが起こり、
政府は事態を収拾するために預金封鎖
や新円への切り替えを余儀なくされま

した。1946年４月30日、公職追放と
財閥解体というGHQの占領政策によ
り、30～40代の若い経営者たちが国
家財政の厳しい状況とインフレの嵐の
中で、いかに企業の生産を再開させ、
日本を立て直していくかを議論するた
めに開催した勉強会こそが、本会の始
まりです。財政問題との戦いは、経済
同友会の本質そのものであると言って
も過言ではありません。

将来世代の利益を守るには、
意思決定の仕組みそのものの見直しが必要

■開会挨拶（要旨）　経済同友会 代表幹事　櫻田 謙悟



特集２   将来世代の利益を考えるシンポジウム

132019 / 12 − 2020 / 1  keizai doyu

11月に、これまでの警鐘を超えて、社
会全体で財政を考える仕組みとして独
立財政機関の設置および制度設計を提
言しました。経済そのものの構造が大
きく変わっている中で、あらゆるステー
クホルダーが考え、議論を始めるきっ
かけをぜひつくりたいと考えています。

提言の背景には、政府による経済予
測の前提条件や長期の財政の姿が国民
に共有されていない、あるいは分かり

本日は野党の統一会派の幹事長であ
る大塚耕平議員にも臨席いただいたこ
とで与野党参議院幹事長が揃い、バラ
ンスの取れた構成をしていただいたこ
とに感謝を申し上げたいと思います。

将来世代の利益ということを考えた
ときに、もちろん財政健全化は非常に
重要で、健全な財政を将来世代にバト
ンタッチしていくということも重要で
す。一方で、成長し活力ある経済を将
来世代に渡していくということも重要
で、私はそのような立場で活動してき
ました。アベノミクスにはプラスの評
価、マイナスの評価があると理解した
上で申し上げれば、一つは雇用環境を
改善したことは大きな成果だと思いま
す。就職内定率や若年期の給与水準が
上昇しており、将来世代の先頭である
学生の皆さんには一定程度の評価をい
ただいていると思います。一方で、高
齢者の皆さんが将来に不安を感じ、消
費が活性化しないことが課題だと思い
ます。その不安は高齢化が進んでいく

にくいこと、そして世代間の負担の平
準化などの必要性が危機感と共に十分
に伝わっていないのではないかという
問題意識があります。意思決定の仕組
みそのものを変えなければ、まだ生ま
れていない将来世代の利益を守ること
はできないのではないでしょうか。

サスティナブルな社会を構築するため
に今私たちは何をすべきなのか、本会
が提言した独立財政機関の制度設計を

中で、日本の社会保障が果たして持続
可能なのかどうかという懸念に起因す
るものです。

安倍政権は全世代型社会保障改革を
打ち出し、端的に言えば高齢者の定義
を見直そうとしています。制度的にも
財政的にも65歳からと捉えられている
高齢者の定義を、例えば70歳、75歳
まで引き上げれば、社会が相当持続可
能になるといわれています。そして体
力的にもそれが不可能ではないことが
示されています。皆が長く活躍してい
く社会構造をつくっていくことが、社
会保障の将来不安を解消する一番の道
ではないかと考えています。

将来世代の利益を考えるという中で、
参議院に独立財政機関を創設するとい
う経済同友会の提言は傾聴に値するも
のだと考えます。参議院はこれまで衆
議院のカーボンコピーだと言われ続け
た面があり、古くからそのあり方を見
つめ直し、改革を行ってきました。

その一つが、1986年に参議院独自に
創設した調査会制度です。委員会（常
任委員会と特別委員会）では、どうし
ても法案に賛成か反対か、また予算を
通すか通さないかということで与野党
対立の議論になってしまいます。調査
会という場で腰を落ち着けて、世界的
にも通用する有識者の方に来ていただ

たたき台に議論していただき、共に理
解を深め、実現に向けたヒントを得ら
れればと考えます。本会はThink Tank
機能だけでなく政策実現に向けて行動
するDo Tankとして、結果にこだわっ
ていくことを表明しています。本日の
シンポジウムを契機に議論が喚起され、
国民の合意を得て、政治が独立財政機
関の創設を選択していただくことを期
待しています。

きじっくり議論をします。参議院の特
性を活かし、少なくとも３年間はメン
バーを固定して調査・議論を行うもの
です。現在は「国際経済・外交」｢国民
生活・経済」｢資源エネルギー｣ の三つ
の調査会を立ち上げて活動をしていま
す。

また ｢決算の参議院｣ と呼ばれるよう
に、参議院では決算の審議を重視し、
可能な限り翌年度の予算の前にしっか
り議論するよう努力しています。特に
2004年からは審議をスピーディーに
する一方で、政府にも前年度の決算を
その年の11月に国会に提出してもらう
ようにしました。参議院には決算をしっ
かり議論するという党派を超えたコン
センサスが形成されています。

参議院はツールの一つとしてマクロ
経済モデルを持っており、これも参議
院でのさまざまな議論の参考になって
います。独立財政機関が単にプライマ
リーバランスを達成するための機関で
あれば賛成できません。しかし、さま
ざまな考えや経済理論についてそれぞ
れの意見をしっかり聞き、与野党対立
という構図ではなく、国のためにどの
道を選択すべきか独立した議論の場を
つくるという意味では賛成です。ぜひ
経済同友会の皆さんともしっかり連携
をしていきたいと考えています。

将来世代の視点も踏まえた意思決定のあり方
■基調講演（要旨）　世耕 弘成 参議院議員／参議院自由民主党幹事長（パネルディスカッションにも登壇）
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「独立財政機関」の設置および制「独立財政機関」の設置および制
度設計に関する提言を踏まえて、度設計に関する提言を踏まえて、
二つの論点から今後の統治機構二つの論点から今後の統治機構
のあり方を議論した後、参加したのあり方を議論した後、参加した
学生と質疑応答を行った。学生と質疑応答を行った。

「将来世代の視点を意思決定プロセスに「将来世代の視点を意思決定プロセスに
取り入れるために」取り入れるために」

政治は将来世代のことを
考える努力をしているが、
「沈黙の被害者」も存在

亀井　私たちは政治も含めて、社会で
さまざまな意思決定を行っています。
多元的で多様な声を集めて一つの意思
決定をしていく仕組みが統治機構のデ
ザインであり、そこに将来世代の利益は
取り入れられているのだろうかというこ
とが、経済同友会からの問題提起だと
理解しています。本日は、意思決定プロ
セスに将来世代の視点は取り入れられ
ているのか、取り入れられていないとす
ればどのような課題があるか、その課
題を解決するためにはどのような方策
が考えられるか議論したいと思います。
西田　将来世代の視点を取り入れる仕
組みは現状、十分には存在しないと言
わざるを得ないと思います。内閣府の

「社会意識に関する世論調査」に、政策
における民意の反映程度を問う質問項

目がありますが、「反映されていない」
という回答が圧倒的に多い状況が、昭
和の時代から現在に至るまで政権を問
わず一貫して続いています。それが国
民の認識です。
　もう一つ重要な点は、投票率に関す
る問題です。投票率は下がり続けてい
ますが、歴史的にみると、現在の20代
の投票率は1970年代の同世代の半分
程度になっています。直接的な政治参
加の機会に参加していない状況は深刻
な問題です。
　また、日本では経済の利益団体は声
が大きい一方で、消費者団体や労働界
の声は相対的に小さい状況にあります。
そうした中で、将来世代の利益を反映
させていくためには、ステークホルダー
が多様な声を拾い上げて反映させてい
くことが必要だと考えます。
大塚　３点申し上げたいと思います。
１点目は私が民主党政権時に説明して
いたことです。英国では「ゆりかごから
墓場まで」が社会保障のスローガンです
が、日本では｢ゆりかごから就職するま
で」は長い間、自己責任でした。これに
対し、「ゆりかごから就職するまで」も国
が一定の支援をする仕組みへの改革が
必要と説明してきました。その方向性
は、結果として現政権にも引き継がれ
ていると思います。つまり、政治は将
来世代のことを考えて、何かしらの努
力をしています。
　２点目は、その一方で、私は「沈黙の

被害者」という概念を提唱しています。
「沈黙の被害者」とは無抵抗の世代、す
なわち生まれたばかり、あるいはこれ
から生まれてくる世代と、自然環境や
人間以外の生物に代表される｢外部エン
ティティ｣から成ります。そうした「沈
黙の被害者」が明らかに多数存在して
います。
　３点目は、現実に政策の決定権限を
担っている政治家や、そのプロセスに
かかわる経済界を含めた多くの有識者
が考える将来世代のウォンツと、実際
の将来世代のウォンツの間にはかなり
のギャップがあります。これをどのよ
うに埋めていくのかが非常に重要かつ
難しい問題ではないかと思います。
世耕　具体的プロセスとして、将来世
代の意見を聞くメカニズムは現在の日
本の政治には存在しません。ただ、わ
れわれも将来世代のことを気にしなが
ら政治を行っています。まさに全世代
型社会保障改革は高齢者だけに手厚く
するのではなく、若い世代にも社会保
障の文脈で手当てしなければならない
という発想で行っています。これも将
来世代の意見を聞いて行っているわけ
ではなく、どちらかといえば現役世代
の都合に基づく発想だと思います。
　そのような中で、変化の端緒が起き
ています。この夏の参議院議員選挙で、
自由民主党の山田太郎議員は選挙期間
中に一般的な選挙運動を行わず、パソ
コンに向き合って Twitterで若者のコ

論点１ 意思決定プロセスに将来世代の視点は十分に取り入れられているのか

■モデレーター（敬称略）
亀井 善太郎
PHP総研 主席研究員／立教大学大学院21世紀
社会デザイン研究科 特任教授
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メントを拾いながらそれに対してリプ
ライを行い、そのコメントから発想を
得て自分の政策動画を作り、YouTube 
で発信するような活動を行いました。
結果、彼は何と53万票を獲得しました。
山田議員より多くの票を獲得したのは、
自由民主党では唯一、郵便局代表の候
補が60万票を獲得しただけです。そ
の意味で、政治が将来世代の声を聞く
ツールはできつつあり、活用に成功し
た人も出てきています。

複線的に財政の長期推計を
提示し、国民の理解を
深めていくことが重要

佐藤　将来世代のことまで考える責任
は、われわれ現在の世代にありますが、
どうしても現在世代の利害が大きく影
響しているのが現状だと思います。現
在の財政状況からすれば、将来世代に
つけを回さないためには、現在世代は
ある程度痛みを甘受しなければならず、
その理解を得るためにも事実認識が重
要となります。しかし、事実は断片的
にしか提供されていません。例えば年
金は長期推計が行われ、社会保障は将
来給付推計も行われていますが、最も

被選挙権年齢の引き下げによる
若者の政治参加促進と
世代会計の提示を

亀井　独立財政機関に限らず将来世代
の視点を取り入れていくためには、ど
のような努力が必要か、具体的なアイ
デアも含めて伺いたいと思います。
西田　透明性と説明責任を強化した制
度を残すことによって、将来世代が自
分たちの置かれている状況について十
分理解できるような環境を整えること
が必要だと思います。独立財政機関は
大変興味深い試みだと感じます。多様
な議論を取り入れながら、立法府と行

肝心で骨格を決める内閣府の中長期の
経済財政に関する試算は、ハードルの
高い成長率を前提にしていたり、試算
期間が非常に短かったりと、現在世代
が将来社会のことを考えていく材料に
は到底なり得ません。政府が示すデー
タで事実認識していくことも重要です
が、政府と異なる観点かつ、より長期
の観点からフォーマルな形でさまざま
な推計結果を提示することも重要です。
複線的にデータを提示することで国民
の理解を深めていくための機関として、
独立財政機関の設置を提言しました。
小黒　私も将来世代の声は政治的意思
決定で配慮されていないと思います。
一つの証拠は内閣府が示した2005年
度の世代会計です。生涯の受益と負担
の関係で60歳以上は約5,000万円の受
益超過の一方、20歳代の若者世代は約
1,600万円の負担超過でしたが、将来
世代とは誰なのかという視点が最も重
要です。将来世代とはまだ生まれてい
ない世代を指します。さまざまな政策
を打ち、若者などの雇用や失業率が改
善したとしても、将来世代の受益と負
担はどうなっているでしょうか。2005
年度の世代会計では、20歳未満の将来

政府の緊張関係を高めていくことにも
重点が置かれているように感じます。
　また、現在世代も含めた多様な議論
を政治の世界に反映させていくために、
選挙権年齢のさらなる引き下げ、被選
挙権年齢の引き下げを考えてもよいの
ではないでしょうか。若年世代は自ら
の世代の代表が候補にいないにもかか
わらず、年長者の代表から選ばなけれ
ばならない現状にあります。若年世代
の代表が政治の世界に出てもよいので
はないでしょうか。
大塚　少子・高齢化など、さまざまな
問題を抱えた課題先進国の日本として、
独立財政機関で世代会計の手法を活用

世代は約5,000万円の負担超過でした
が、最近の私の推計では約8,000万円
の負担超過に拡大しています。将来世
代は声を上げることができず、基本的
に投票もできません。財政はいわゆる
ゼロサムゲーム的な性質を持つため、い
つの間にか、将来世代が負担を押し付
けられています。プライマリーバラン
スだけではなく、こうした世代会計の
試算も示すことが重要です。また、内
閣府の1998年度から2018年度まで
の名目成長率の予測の平均は1.52％で
すが、実績の平均は0.16％です。過去
21年間で経済成長率の実績値が政府の
予測値を上回ったのは、６回しかあり
ません。成長は重要ですが、その裏側
で負担を押し付けられている将来世代
の利益をどう汲み取っていくかが重要
な問題です。

していくべきだと思います。予算編成
前に世代会計を必ず提示することで、
政策の組み立てを変えることができま
す。また、独立財政機関を創設するな
らば、マクロベースの財政計算だけで
はなく、年金財政計算も併せて行うべ
きだと考えます。さらに、「沈黙の被害
者」のことを考慮すれば、環境への負荷
とそれを復元するためのコストについ
ても、独立財政機関で何かしらの見識
を示すべきです。言ってみれば、BCP（事
業継続計画）ならぬNCP（国家の継続計
画）という概念を打ち出すということで
す。独立財政機関の試算などにメッセー
ジ性を持たせることができれば、単な

■パネリスト（敬称略、以下同）
大塚 耕平
参議院議員／国民民主党代表代行・参議院議員会長

論点２ 将来世代の視点を取り入れるためには、どのような努力が必要か
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る専門家の集まりにならず、新たなモ
メンタムを生み出せる活動になるので
はないでしょうか。

将来世代の利益を守るには
調査会制度の活用や
法的概念の整理も必要

世耕　世代間で給付と負担のバランス
の議論を行うことは必要ですが、損得
の議論や世代間対立にならないように
すべきだと思います。その上で党派性
を排除した冷静な議論の場は絶対に必
要です。ただし、いきなり独立財政機
関を参議院に設置し衆議院と異なる権
能を持たせるとなると、憲法レベルま
で踏み込む議論になり、なかなか進ま
ないと思います。参議院には調査会制
度があり、まずはその場に内閣府や財
務省の局長クラスなどの関係者や有識
者の皆さんに出てきていただき、参議
院議員がその意見をしっかり聞いた上
で議論を進めることが重要だと思いま
す。合区を行った背景には、参議院の
独自性を出さない限り、衆議院と異な
る一票の格差は認められないというこ
とが挙げられます。将来世代の利益を
考える、各県の代表にするという議論
もありますが、憲法上明記すべきかと
いう議論に踏み込むことになります。
小黒　例えば公的年金は賦課方式のた
め、基本的に年金財政に赤字は存在し
ませんが、暗黙の債務があります。2004
年時点で約690兆円だった年金債務は、
2019年の財政検証ではケースⅢで約
1,110兆円に膨らんでいます。世代会
計は、それを世代別の負担状況で明ら

かにするもので、世代間の対立を煽る
ことが目的ではありません。また、年
金については100年間の長期推計が行
われていますが、政府の中長期試算は
2028年度まで、社会保障給付の見通
しは2040年度までしか推計されていま
せん。さらに、政府の中長期試算と年
金の財政検証は、経済成長率と長期金
利の大小関係が真逆で整合性が取れて
いません。参議院の調査会では、各試
算の整合性についても議論していただ
くことが重要に思います。また、独立
財政機関を法律によって位置付ける場
合、法的な概念を整理することも重要
で、参考になるのは将来世代という概
念が入っている環境基本法に思います。
佐藤　国民が財政の持続可能性につい
て関心がないかというと、そのようなこ
とはありません。例えば、今回の消費
税率の引き上げについては、ネガティ
ブな意見も半数近くありますが、「必要」
との意見も次第に高まってきています。
また、日本退職者連合は以前、年金の
マクロ経済スライドに反対していまし
たが、孫やまだ生まれていない世代の
ことを考えると、自分たちも多少の痛
み分けはしなければならないと方針を
変えました。政府とは異なる視座から
長期推計を提示し、国民的議論を巻き
起こすことが重要です。それが選挙権
や憲法の問題なども含めたさまざまな
議論に発展するのではないでしょうか。

超党派による議論の場を設け、
過去を検証することで
プランBを考える

亀井　国民の代表を選ぶにしても社会
がいかにして情報を持つかが重要にな
ります。経済同友会の提言のキーワー
ドは「複眼的な社会」で、社会を別の角
度、それも将来世代の視点から見てい
くことを問題提起していると思います。
今回のキーワードの一つは党派性の問
題です。独立財政機関の独立性をどう
担保するのか伺いたいと思います。

　もう一つは、参議院の独自性をどの
ように高めていくのか今後の議論に向
けて準備していくことが必要です。統
治機構の観点から独立財政機関をどの
ように捉えたらよいのか、お話しいた
だきたいと思います。
佐藤　今回、参議院への設置を提言し
た背景には党派性を排除する狙いがあ
ります。国会は行政に対する監視機能
を持ち、さまざまなイシューを国民の
代表として議論する場です。また、予
算の審議を充実させる意味でも国会自
らが行うことが重要だと考えます。特
に参議院が独自性を発揮することは、
二院制のメリットを活かし、チェック
アンドバランスを十分機能させること
にもつながります。
西田　独立財政機関は行政府と立法府
の緊張関係を強化するという意味で好
ましいことだと思います。ただ、デー
タの出所が変わらないのであれば、調
査会として設置し、参議院のメッセー
ジを出すことで事足りる気もします。
また、どのように独立性を確保するの
かという点についても課題が残りそう
です。むしろ有識者と国会議員の先生
方が集まり、指標の使い方や推計方法
を変え、多様な分析をすることでオル
タナティブな知見を提示し、参議院が
問題提起を行っていくことに重要な意
味があると感じます。確かに参議院と
の親和性が高いといえますが、財政に
限らず、経済成長や年金を含め、総合
的に将来世代の利益、将来の日本の姿
についてプランB＊を提示していくこと
ができるのであれば、大変好ましい機
関になり得るのではないでしょうか。
小黒　例えば、福島原発事故の際に国

＊本来の計画であるプランAが機能しなかった場合に備えた二つ目の計画
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会に事故調査委員会が設置されていま
す。また、超党派という意味では、調
査・審議・勧告権を持つ社会保障制度
審議会も過去にあり、専門分野の学者
のほか、与野党の議員もメンバーとし
て参加していました。このような事例
を踏まえれば、法律により独立した組
織をつくることは可能なはずです。そ
の際、重要なことは与野党の議員が建
設的な議論を行う場ができることです。
そのような組織体をつくるためには、
過去の事例を見ながら検討していくこ
とが重要です。
大塚　独立財政機関を参議院に置くと
いう基本的な構想に賛成です。ただし、
仮に法律で独立性を規定しても、真に
独立性が担保されるかどうかは別の問
題です。また、独立財政機関を創設す
るのであれば、過去の検証から始める
ことを検討すべきです。例えば、1960
～ 2015年の日本の公的資本形成の対
GDP比は7.7％だったのに対し、他の
先進６カ国は平均3.9％でした。仮に

日本が他の先進国並みに公的資本形成
を抑えられたとすれば、割引現在価値
にして約1,000兆円以上、他の分野に
投資できていたことになります。将来
予測からアプローチするよりも、こう
した過去の日本の傾向を独立財政機関
が分析・提示することによって、霞が
関や政権の予測に対して提言したり、
影響を与えたりすることが可能になる
のではないでしょうか。プランBを提
示するために、過去の検証において独
立財政機関が信頼を得られれば、次の
ステップとして将来予測の方向に進ん
でいくと思います。こうしたプロセス
やステップを踏むことで、独立財政機
関の有用性がより増すと思います。
世耕　昨今は教科書的な理論が当ては
まらない状況が続いています。だからこ
そさまざまな意見を多面的に聞く場が
必要だと思います。私は憲法改正も法
律を作る必要もなく、今の参議院の枠
組みで十分スタートを切ることが可能
だと思っています。参議院の調査会で
内閣府の中長期の予測と、それに基づ
いた単年度の予算について議論し、民間
の異なった見解に対して内閣府が説明
責任を果たすといったプロセスを経て、
民間の方が正しかったという結果が出
れば決算委員会で再び議論し、政治家
も答弁して報告書にまとめ、場合によっ

ては中長期の見通しに反映する決議を
行うことは現在の法律の枠組みで十分
可能です。そのようなことを参議院が
行えば、ある程度インパクトのある発
信ができるのではないかと思います。
亀井　私たちが何かしらのことを決め
ていくプロセスはまさに統治機構その
もので、不断に見直していかなければ
なりません。そのような中で、令和の
時代の統治機構改革の一つとして、経
済同友会が独立財政機関を提言したこ
とは重要な意味を持つと思います。

ダボス会議のキーワードであるマル
チステークホルダーとサスティナビリ
ティは、本日の議論で出た複眼的、多
元的というワードに重なるところがあ
ります。　

それらに対するソリューションとし
て、必ず出てくるのが若者（ユース）で
す。すなわち、最初の振り子を動かす
のはもしかすると若者かもしれないと
世界の経済人たちは思い始めています。
若者たちが日本経済の活力の一端を今
まで以上に担うようになれば、本日の
議論も変わってくると思いました。経
済人として、若い世代に一歩踏み出し
てもらうための文化や仕組み、資金を
用意することが重要だと思います。

今後本会は、独立財政機関の設置に
向けて三つのことに取り組んでいきま
す。一つ目は、代表幹事直下のプロジェ
クトとして、2018年５月に行った2045
年までの長期財政試算を毎年継続して
更新し公表したいと思います。その際、
経済前提やモデルなどを公開し議論し
ていきます。二つ目は、ネット・リアル
を問わず政治家、エコノミスト、学者の
方々が広く参加できる場をつくること
です。三つ目は、若者を巻き込む「ワ
イガヤプラットフォーム」を作りたい
と考えています。あえて退路を断つつ
もりで取り組んでいきたいと思います。

Q独立財政機関を設置するにし
ても、政治家が考える若者の

ウォンツと実際の若者のウォンツの
ギャップが埋まらないのではないで
しょうか。(参加学生)

Aウォンツは若者の中でも意見が
分かれると思います。若年世代

の皆さんにも政治に参加をしていた
だき、議席数をシェアしていくこと
も一つのアプローチです。また、横
断的な大学生・高校生会議などを開
催してはいかがでしょうか。大学生・
高校生をネットワーク化し、若者が

望むことをきちんとした運営の下で
整理し、情報発信していけば、政治
はそれを軽視できません。(大塚)
　日本において、ある種の利害関係
の複雑さは、今後増していくと考え
られます。世代間、世代内共に利益格
差が広がっていきます。そのことに
目をつぶらないことが重要ではない
かと思います。むしろ対立の存在を
認め、それをどう超克していくのか、
超克できないとすればどのように負
担を分担していくのかを議論すると
よいのではないでしょうか。(西田)
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